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藤沢市子どもの生活支援事業業務委託公募型プロポーザル実施要領 

 

本要領は、藤沢市（以下「市」という。）が藤沢市子どもの生活支援事業業務を

委託するに当たり、業務全般に関して最も適切な企画力、技術力、実施体制、実績

を有する事業者をプロポーザル方式により選定するために定めるものです。 

 

１ 事業の概要 

（１）業務名 

藤沢市子どもの生活支援事業業務委託 

（２）業務の目的 

本業務は、ひとり親家庭や低所得子育て世帯等の子どもをはじめとする多様

かつ複合的な困難を抱える子どもたちを対象として、夕方から夜までの時間を

安心して過ごすことができる場を提供し、基本的な生活習慣の習得や生活指導、

学習習慣の定着、食事の提供等の支援を行うことで、子どもの豊かな人間性や

社会性を育むことを目的とします。 

（３）業務内容（詳細は仕様書をご確認ください） 

ア 基本的な生活習慣の習得支援や生活指導 

イ 学習習慣の定着等の学習支援 

ウ 食事の提供 

エ 相談への対応、各種相談窓口や支援機関へのあっせん及び情報提供 

オ 子どもの生活に必要な物品等の提供 

カ 藤沢市要保護児童対策地域協議会との連携体制の確保 

キ その他 

（４）募集地区（地区区分は、藤沢市の統計上の区分です） 

   次の地区での開設となります（各地区に１か所ずつ）。なお地区ごとの募集 

となりますが、複数地区に応募することも差し支えないこととします。 

   ア 南部地区：朝日町、藤沢、藤沢１～５丁目、本町１～４丁目、鵠沼の一 

部、鵠沼神明１～５丁目、西富、西富１～２丁目、大鋸、大鋸 

１～３丁目、藤が岡１～３丁目 

イ 北部地区：長後、高倉、下土棚、湘南台 

（５）委託期間 

２０２５年（令和７年）４月１日から２０２６年（令和８年）３月３１日ま 

  で 

※ ただし、本業務は、業務継続による計画的な支援を実現する観点から、 

本契約期間の受託者による実績が良好である場合、当該受託者との間で、 
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上記委託期間終了後、最長で２０２８年（令和１０年）３月３１日までの 

期間については、年度ごとに随意契約による更新を行う可能性があります。

（６）発注者及び提案募集事務局（以下「事務局」という。） 

ア 発注者 藤沢市長 鈴木 恒夫 

イ 事務局 

藤沢市 子ども青少年部 子ども家庭課 子ども家庭担当 

所在地：〒２５１－８６０１ 

藤沢市朝日町１番地の１ 藤沢市役所本庁舎３階 

電   話  ：０４６６（５０）３５６９（直通） 

メールアドレス：fj-kodomo-ss@city.fujisawa.lg.jp 

担   当  ：川口、北村 

 

２ 応募資格 

参加を表明する者（以下「参加表明者」という。）は、次に掲げる条件をすべ 

て満たす事業者とします。 

（１）公募日以降、業務委託期間中も継続して、藤沢市内に事業所を有する法人で 

あること。 

（２）他の参加表明者に、協力団体等として重複した参加をしていない者であるこ 

と。 

（３）政治活動や宗教活動を主たる目的とする団体もしくは藤沢市暴力団排除条例 

第２条第２号から第５号に規定する暴力団等及びそれらと密接な関係を有する 

と認められる者でないこと。 

（４）地方自治法施行令第１６７条の４第１項に該当しない者であること。 

※参考 

  地方自治法施行令第１６７条の４第１項 

   普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次 

の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。 

  １ 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

  ２ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

  ３ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第３２条第１項各号に掲げる者 

（５）公表日以後、藤沢市競争入札参加資格者指名停止措置要綱に基づく指名停止

を受けている者並びに指名停止の措置要件に該当する者でないこと。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが 

  なされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手 
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続開始の申立てがなされている者でないこと等、経営状態が著しく不健全であ 

る者でないこと（会社更生法にあっては再生手続開始の決定、民事再生法にあ 

っては再生手続開始の決定を受けている者を除く）。 

（７）藤沢市税に滞納がない者であること。 

 

３ スケジュール 

事業者選定までのスケジュールは次のとおりとします。なお、審査日程等が変更

になる場合は、事務局から参加表明者に連絡をします。 

公募期間 

参加表明の締め切り 

２０２５年（令和７年）１月７日（火）～ 

同年１月２１日（火）午後５時 

実施要領等への 

質問受付期間 

２０２５年（令和７年）１月７日（火）～ 

同年１月２１日（火）午後５時 

質問に対する回答 

期限 

２０２５年（令和７年）１月２７日（月）午後５時までに、

市ホームページ上にすべての質問と回答を公表します。 

プレゼンテーション

参加可否決定通知 

２０２５年（令和７年）１月２７日（月）までに市が通知

を発送 

企画提案書等の 

提出期間 

２０２５年（令和７年）１月２８日（火）午前９時～ 

同年２月４日（火）午後５時 

プレゼンテーショ

ン・ヒアリング審査 

２０２５年（令和７年）２月１０日（月）（予定）の市が

参加表明者に指定する概ね３５分間 

最終選定結果の通知 ２０２５年（令和７年）２月１７日（月）までに通知を発

送 

 

４ 参加表明 

本事業に参加を表明する事業者は、「２ 応募資格」を確認の上、次の書類を提 

出してください。 

（１）提出書類 

ア 参加表明書（様式第１号）：１部 

イ 登記簿謄本の写し：１部 

ウ 藤沢市税の納税証明書（直近の年度分）：各１部 

  ※税額が０円又は課されない場合は、その旨がわかる証明書を提出してくだ

さい。 

エ 法人の事業概要が分かる法人案内等の資料：１部 

オ 直近の財務書類及び事業報告書の写し：１部 

   ※ 複数地区に応募する場合は、提出書類は一組で可とします。 



4 

 

（２）提出先及び提出方法 

ア 受付期間 

２０２５年（令和７年）１月７日（火）から同年１月２１日（火）までの開庁 

日（土日祝日を除く）のうち、午前９時から午後５時まで（正午から午後１時ま 

でを除く）。 

イ 提出先及び提出方法 

事務局へ持参してください。 

 

５ 質問及び回答 

本要領、仕様書に関して質問がある場合には、質問書（様式第２号）を提出して

ください。 

（１）受付期間 

２０２５年（令和７年）１月７日（火）から同年１月２１日（火）までの開庁 

日（土日祝日を除く）のうち、午前９時から午後５時まで（正午から午後１時を 

除く）。 

（２）提出方法及び提出先 

事務局へ持参またはＥメールにて提出してください。なお、Ｅメールで提出す 

る場合は、メールのタイトルを「生活支援事業業務委託プロポーザル質問書」と

し、送信後（午後５時を過ぎた場合は翌開庁日の午前９時以降）に事務局へ電話

で連絡してください。 

（３）質問への回答 

２０２５年（令和７年）１月２７日（月）午後５時までに市ホームページ上に 

全ての質問と回答を公表します。なお、再質問の受け付けは行いません。 

 

６ プレゼンテーション参加可否決定 

 「４ 参加表明」により期日までに参加表明書（様式１）の提出があった事業者 

に対し、２０２５年（令和７年）１月２７日（月）までに市がプレゼンテーショ 

ン参加可否の通知を発送します。 

 

７ 企画提案書の提出 

「４ 参加表明」により期日までに参加表明書を提出した事業者は、次の書類 

一式を提出してください。 

（１）提出書類 

ア 企画提案書（任意様式）：原本１部、写し１５部 

企画提案書作成要領に基づき作成したもの。 
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イ 人員配置計画書（様式第３号）：原本１部、写し１５部 

ウ 見積書（様式第４号）：原本１部、写し１５部 

 ※複数地区に応募する場合、アは複数地区への応募であることが分かるよう 

に作成し、イ、ウは応募する地区ごとに作成してください。 

 

（２）提出期間 

２０２５年（令和７年）１月２８日（火）から同年２月４日（火）までの開庁 

日（土日祝日を除く）のうち、午前９時から午後５時まで（正午から午後１時を 

除く）。 

（３）提出方法及び提出先 

事務局へ持参してください。なお、提出された書類の差替え、追加等は認めま

せん。 

 

８ 本事業の予算額の上限（開設１か所当たり。消費税及び地方消費税を含む） 

次の金額を上限として、企画提案書を作成してください。（見積額が上限を超 

 えた場合は失格となります。） 

（１）運営費用    

５，０８０，０００円 

運営費用の使途については、見積書（様式第４号）の支出項目の範囲内とし

ます。 

（２）初度調弁費用（これまでに本事業において市と契約を締結したことがある事 

業者は、初度調弁費用を計上できません。ただし、これまでに開設した地区以 

外の地区に開設する場合は、計上できることとします。） 

６６０，０００円 

初度調弁費用の使途については、事業の実施に必要とする軽微な施設の改修、 

  消耗品及び備品の購入に係る費用とします。  

※敷金・礼金等や施設の大規模な改修に係る経費については、委託料の使途の 

対象外とします。 

 

９ プレゼンテーション・ヒアリング審査 

（１）実施日 ２０２５年（令和７年）２月１０日（月）（予定） 

※実施日時及び実施場所については、プレゼンテーション参加決定通知ととも 

に通知します。 

（２）時間配分は各事業者概ね３５分間（プレゼンテーション２５分以内、ヒアリ 

ング１０分程度）。 
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※複数地区に応募する場合も、プレゼンテーション・ヒアリングの時間配分は 

上記のとおりです。 

※上記時間に事業者の入れ替え時間、準備時間は含みません。 

（３）当日は、事前に提出した企画提案書等を基にプレゼンテーションを行ってく 

ださい。 

※プレゼンテーションソフトを用いたプレゼンテーションを行う場合は、パソ

コン等については事業者が用意してください。プロジェクター及びスクリーン

は、事務局が用意します。 

※当日の説明者は３人以内（本業務を担当する者を原則含む。）とします。 

 

１０ 優先交渉権者の選定 

（１）選定・審査方法 

選定方法は総合評価とし、藤沢市子どもの生活支援事業業務委託に係る公募型

プロポーザル選定委員（以下「選定委員会」という。）の委員が、審査基準（表

１）に基づき、提出された企画提案書等の内容及びプレゼンテーション・ヒアリ

ング等について審査し、点数化します。この審査結果に基づき、地区（南部地区、

北部地区）別に、各委員の評価点の合計点が最も高く、また、市が設定する基準

点（満点の６割）を超えた者を優先交渉権者として選定します。 

なお、同じ地区において、最高得点の事業者が複数となった場合、審査基準（表

１）の「６業務の内容について」における点数が最も高い者を優先交渉権者とし

ます。さらに、「６業務の内容について」が同点であった場合は、選定委員の投

票により優先交渉権者を決定します。 

また、プレゼンテーション・ヒアリング審査の参加者が１者であった場合、審 

査の結果、市が設定する基準点（満点の６割）を超えていれば、優先交渉権者と 

して決定します。 

※総合評価点は参加表明者ごとに公開しますが、点数の内訳は公開しません。 

（２）選定結果の通知 

選定結果の通知については、結果にかかわらず、２０２５年（令和７年）２月

１７日（月）までに、参加表明書に記載のある所在地宛に発送するとともに優先

交渉権者及び第２位順位交渉権者のみ名称を市ホームページ上に掲載いたしま

す。 

 

１１ 契約の締結について 

優先交渉権者として選定された者は、市との協議調整の後、仕様等が条件を満

たしていることを確認した場合、藤沢市契約規則等に従い、市と契約を締結する



7 

 

ものとします。 

（１）契約期間 

２０２５年（令和７年）４月１日から２０２６年（令和８年）３月３１日まで 

（２）仕様等の決定 

仕様等は、選定結果通知後、選定事業者と仕様等の再調整をした上で決定しま

す。 

なお、仕様等の調整が不調となった場合は、次点の事業者と調整を行います。 

 

１２ 提案資格の喪失等 

次のいずれかに該当する場合は、失格とします。 

（１）「２ 応募資格」に規定する要件を満たさなくなったとき 

（２）参加表明書及び企画提案書等に虚偽の記載があるとき 

（３）見積額が上限額を超えるとき 

（４）所定の日時及び場所に提出物を提出しないとき 

（５）自己のほか、他の代表者を兼ねて提案したとき 

（６）提案に関して談合等の不正行為があったとき 

（７）プレゼンテーション・ヒアリング審査に参加しなかったとき 

（８）その他、市が指示した事項及び本提案に関する条件に違反したとき 

 

１３ その他特記事項 

（１）参加表明後に表明を取り下げる場合は、参加表明取下げ書（任意様式）を提 

出してください。 

（２）本事業のプロポーザルに係る一切の費用は、事業者の負担とします。 

（３）提出された書類は返却できません。 

（４）提出された企画提案書の著作権は、提案の採否にかかわらず、企画提案書を  

  提出した事業者に帰属します。ただし、市が公表等に必要と判断した場合は、 

無償で使用及び修正する権利を持つものとし、企画提案書を提出した事業者は 

著作者人格権を主張し得ないものとします。なお、提出書類は本業務以外の目 

的で使用することはありませんが、企画提案書は「藤沢市情報公開条例」に基 

づき情報公開の対象となるため、提出する書類において、法人に関する情報（公 

開することによって、法人の正当な利益を害するおそれがある情報）に該当す 

るものは、その旨を明記し、該当する部分を明らかにしてください。 

（５）事業者は、委託事業者決定後において、この実施要領の内容について、不明 

又は錯誤等を理由に異議を申し立てることはできません。 

（６）本事業は、令和７年度予算が藤沢市議会において議決されることを前提とし 
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ています。予算が議決されず、成立しなかった場合は、本プロポーザルは無効 

となる場合があります。なお、その場合においても、事業者は市に対し、参加 

表明書や企画提案書の提出に当たって負担した費用等について請求できませ   

ん。 

以 上 


